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１ 緑地の現状と緑地保全に求められる課題・背景 

（1）緑地の現状 

１）昭和４０年代から急速に減少した緑地 

川崎市は、多摩川の右岸約３０ｋｍに及ぶ細長い地域で、北西部の多摩丘陵や台地、

南東部の多摩川と沖積低地、臨海部の埋立地で形成されている。かつて北西部の丘陵

地・台地は畑、果樹園、谷戸の樹林地などの緑が豊富であった。また、丘陵地・台地と

沖積低地の間には多摩川崖線の緑地があり、斜面の樹林地が帯状に連なる景観を形成し

ていた。 
しかし、昭和４０年代から本格的に始まった大規模な開発事業が市街化を促進し、市

域の緑地は急速に減少した。とりわけ、北西部において斜面緑地を始めとする自然的環

境の改変・喪失が進行した。 
こうした緑地の減少に対応するため、川崎市は昭和６１年９月に当時の自然環境保全

審議会に「川崎市における斜面緑地1) の保全手法の在り方」を諮問し、昭和６３年３月

に答申を受け、「斜面緑地評価」の実施による保全の優先度の設定をはじめとした緑地

保全施策を推進した。平成７年１０月には川崎市緑の基本計画「かわさき緑の３０プラ

ン」策定し、施策をさらに推進したが、市内の開発圧力は依然として高く、３，０００

㎡以上の斜面緑地は昭和６３年に約９８９ｈａ残存していたものが、平成１４年８月に

は約６５５ｈａとなり、３４％（約３３４ｈａ）もの斜面緑地が失われている。 
 
 
 

                                                                                                                                                                               
1 斜面緑地：かつては薪炭林や農用林であり、主にクヌギ、コナラ林を中心とした二次林や草地で、市域に残

存している多摩川の崖線を始めとした多摩丘陵を構成する樹林地等の総称をいう。地形的には、ほとんどが

北側の片側斜面地で３０度内外の傾斜度を示しているが、内陸部に分布する拠点的な樹林地や、黒川地区な

どに見られる、まとまりのある樹林地も含めている。 
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２）緑地総合評価制度の構築 

このように年々減少する斜面緑地を保全するため、市は平成１３年９月に当時の環境

保全審議会に「川崎市における新たな緑地保全方策」について諮問し、平成１４年１０

月に答申を受け、１，０００㎡以上のまとまりある市内の緑地に対し、緑地情報を総合

化して客観的な評価のもとに施策展開の優先度を明確にする指針として活用するため

に、「緑地総合評価制度」を構築した。 
この「緑地総合評価」は、航空写真による空中写真判読及び現地調査によって整理し

た植生・地形等の自然的条件、歴史・景観等の社会的条件、上位計画等の計画条件をも

とに緑地を評価し、Ａ、Ｂ、Ｃによる３段階のランクを設定して保全施策を講じるにあ

たっての優先度を示すものである（表１-１）。 
 

表１-１ 平成１４年答申による評価項目 

大項目 中項目 小項目 配 点 

自然的

条件 

植生 ①植生の状況 ５：樹林      ２：草地 
②生育の状況 ２：良       ０：不良 

規模 ③緑地のまとまり ３：０.３ｈａ以上  １：０.３ｈａ未満 
地形 ④多様性（崖線、谷戸、

湧水等）があるか ２：ある      ０：ない 

⑤傾斜度 １：３０度以上   ０：３０度未満 
土地利用 ⑥河川、農地との一体

性・ネットワーク性が

あるか 
２：ある      ０：ない 

動植物種情報 ⑦希少種などの存在が

あるか １：ある      ０：ない 

社会的

条件 

歴史・文化 ⑧歴史的文化財との一

体性があるか １：ある      ０：ない 

⑨旧街道が通っているか １：ある      ０：ない 
眺望・景観 ⑩鉄道駅等からの眺望 １：ある      ０：ない 

⑪主要道路からの眺望 １：ある      ０：ない 
レクリエーシ

ョン 
⑫遊歩道・散歩道が通っ

ているか １：通っている   ０：通っていない 

⑬都市公園等と連続性

があるか １：ある      ０：ない 

計画 

条件 

上位計画 ⑭計画の位置付けの有無 １：ある      ０：ない 
市民要望 ⑮緑の保全地域申出等 １：ある      ０：ない 
市民活動 ⑯活動団体の有無 １：ある      ０：ない 

合 計 ２５点 

 
この緑地総合評価に伴い、調査した結果を取りまとめたものを「緑地保全カルテ」と

して作成し、国の機関や市の開発審査を担当する部署に配備し、斜面緑地の開発に迅速

に対応できるよう情報の共有化を図った。 
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年 05 日

年 27 日

10 ～ 24 ｍ 10 ～ 18 ｍ 7 22 ～ ｍ

5 ～ 80 ㎝ (10 ～ 50) ㎝ 8 50 ～ ㎝

㎡

H17.5 ふれあいの森

年　月　日 内　　　　　　　容 面　　積 年　月　日

保全上
配慮すべき事項

 小沢城址特別緑地保全地区、急傾斜地崩壊危険区域、レクリエーション機能、埋蔵文化財を包含する緑、環境保全機

能、景観形成機能

　保全施策取り組み等の履歴 　市民からの要望等

内　　　　　　　容

S59.3.31  小沢城址緑地保全地区 6.5ha S49.8.27 5号緑の保全区域指定申出

備　考

土地所有の状況

備　考

遊歩道・散歩道  多摩自然遊歩道 活動団体の有無  あり

都市公園等との
連続性

 小沢城址特別緑地保全地区、小沢城址ふれあいの森
都市計画用途
地域

 第一種低層住居専用地域

鉄道駅等からの
眺望

 JR南武線、京王相模原線
地域森林計画対

象民有林(森林法)
 5条森林（地域森林計画対象民有林）、2条のみの森林

主要道路からの
眺望

 主要地方道川崎府中線
急傾斜地崩壊危険区域

土砂災害警戒区域

菅(S45.12.15/H2.3.31)、菅Ｂ(S54.3.3/S63.3.31)
土砂災害警戒区域

歴史的文化財
との一体性

小沢城址
計画の位置付け
の有無

 特別緑地保全地区、ふれあいの森

旧街道 　－
緑の保全地域
指定申出の有無

 あり

地形の多様性 湧水1ヶ所 備　考

　社会的条件 　計画条件

指標種等 
確認情報

傾斜度  30°以上

規模(面積)
河川・農地との連
続性

 畑地69,255

草本 アズマネザサ アズマネザサ アズマネザサ

主な樹種
コナラ､クヌギ､イヌシデ､エゴノキ､

クリ､ヤマザクラ､シラカシ､ヒサカ

キ､ケヤキ､アラカシ､アオハダ

モウソウチク､ケヤキ､シラカ

シ､アラカシ､スギ､コナラ､ヤ
マザクラ

コナラ､イヌシデ､エゴノキ､シラカ

シ､モウソウチク､ヒサカキ､ヤマザ

クラ､ケヤキ､ゴンズイ

主
な
林

床
植
物

木本
ワジュロ､シラカシ､ヤブニッ

ケイ､アカメガシワ､サワフタ

ギ､コバノガマズミ

ワジュロ､トウネズミモチ､ア
ラカシ､シラカシ､クサギ､ア
オキ

ヒサカキ､ワジュロ､アオキ､

シラカシ､ムラサキシキブ､ヤ

ツデ､サワフタギ､ユキヤナギ

管理状況 悪い 悪い 悪い

生育状況 普通 普通 普通

平均
胸高直径

～ ㎝

　自然的条件

主
　
な

　
植
　
生

　
区
　
分

名称 落葉広葉樹林 竹林 (モウソウチク林)
落葉広葉・竹林

(落葉広葉・モウソウチク林)

平均樹高 ～ ｍ

社会的条件 計画条件 評価点計 総合判定

5 3 23 A

緑地番号 6011
評  価

自然的条件

所 在 地 多摩区菅仙谷１ 15

川崎市 緑地保全カルテ
作成年月日 02 11 月

最終更新年月日 13 03 月

公有地 民有地

【現況写真】 【凡例】

写真ＮＯ.１ 写真ＮＯ.２

写真ＮＯ.３ 写真ＮＯ.４

【現況植生図】
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３）「川崎方式」による緑地の保全施策 
川崎市では、樹林地の保全を進めるにあたっては、まず「緑地総合評価（ＡＢＣラン

ク）」、「緑地保全カルテ」により、個々の植生状況や土地利用の状況等を把握し、優先

的に保全すべき樹林地を見極め、樹林地の所有者の理解と協力を得ながら、様々な緑地

保全制度を効果的に講じている。 
また、樹林地の開発に対応

するため、「川崎市緑の保全及

び緑化の推進に関する条例第

３０条の２」に規定されてい

る「自然的環境の保全配慮の

助言・指導」の機会を活用し、

早期段階からの情報収集に努

めると共に、事業者等に対し

ては緑地保全制度の説明を行

い、保全に向けた協力を求め

ている（図１-１）。 
さらには、都市緑地法の改正（平成１３年度）により、「緑地保全地域及び特別緑地

保全地区以外の区域であって重点的に緑地の保全に配慮を加えるべき地区並びに当該

地区における緑地の保全に関する事項」として、保全配慮地区を平成１５年１２月に設

定した。 
なお、保全配慮地区の範囲は、川崎市において重点的に緑地の保全を図るべき区域と

して、多摩丘陵及び多摩川崖線などの緑地群が含まれる市域の北西部を中心としたエリ

アを設定している（図１-２）。 

 
図１-２ 保全配慮地区及び樹林地の分布 

（緑地総合評価による１,０００㎡以上の樹林地 Ｈ２４.３時点） 

図１-１ 緑地保全施策の基本（川崎方式） 
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４）保全施策の成果 

その後も市は、市域の骨格を形成する多摩丘陵・多摩川崖線軸の樹林地の連続性確保

など、これまでの緑地保全制度の取り組み基準の強化や、保全配慮地区の川崎市緑の基

本計画（平成２０年３月策定）への位置付けなど、更なる緑地保全施策の推進を図った。 

それらの成果として、平成１４年度から２４年度までに市全域で９９ｈａもの緑地が

保全され（図１-３）、特に保全配慮地区内において多摩川崖線軸、多摩丘陵軸上の骨格

となる緑地の保全が進展した（図１-４）。 
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（ha）

（年度）

特別緑地保全地区

緑の保全地域

緑地保全協定

ふれあいの森

保存樹林

 
図１-３ 市全体の緑地保全施策の実績 

 

 
図１-４ 保全配慮地区における緑地分布と施策の適用状況 

222ha
99ha
増加 

123ha
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保全配慮地区内において保全施策が適用された施策済み緑地2) の面積は、平成１４年

度末に３０５．５ｈａ（４３.２％）であったものが、平成２３年度末には３７１．２

ｈａ（５８.８％）に増加した（図１-５）。 
しかしながら、川崎市は首都圏の好立地に位置し大半が市街化区域であるため、土地

需要が旺盛であり、開発のなどにより毎年減少傾向を示している。平成１４年時点にお

ける保全配慮地区内の１，０００㎡以上の緑地は６９７ｈａであったが、平成２４年３

月時点では６３１ｈａとなった。この１０年間で６６ｈａもの緑地が減少しており、そ

の保全は依然として大きな課題である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１-５ 保全配慮地区における保全実績 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                                                                                                                                               
2 施策済み緑地：特別緑地保全地区、緑の保全地域、緑地保全協定地、公園・緑地、その他の保全制度が適

用された緑地。 

219.0

274.6

86.2

96.4

0.3

0.2

176.8

146.2 

206.4

108.0 

8.4

5.7

0.0 100.0 200.0 300.0 400.0 500.0 600.0 700.0

H14

H24

（ha）

計 697.1ha 
 施策済み緑地

305.5ha（43.8％）

 未施策緑地 

391.6ha（56.2％）

計 631.2ha 
 施策済み緑地 

371.2ha（58.8％） 

 未施策緑地 

260.0ha（41.2％） 
施策済み緑地 A ランク 

施策済み緑地 B ランク 

施策済み緑地 C ランク 

未施策緑地 A ランク 

未施策緑地 B ランク 

未施策緑地 C ランク 

■多摩川崖線の斜面緑地 
（小沢城址特別緑地保全地区） 

■多摩丘陵の緑地（岡上地区） 
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（2）緑地保全に求められる課題・背景 

川崎市は平成２０年３月に「川崎市緑の基本計画」を改定し、「多様な緑が市民をつ

なぐ 地球環境都市かわさきへ」を基本理念として、地域の実情を踏まえた緑の保全及

び緑化の推進に関する施策を総合的に進めている。川崎市緑の基本計画では、緑地保全

に関し、多摩丘陵・多摩川崖線の緑地等の保全に加え、台地に広がる農地と樹林地の一

体的保全、身近な緑の保全、緑と水のネットワーク形成の充実、緑地保全活動等への市

民参加等の施策が示されている。 
また、生物多様性の保全、景観形成等、関連する分野において、国の法整備の進展、

社会的関心の拡大、市の関連計画の策定が進んでいる。 
これらの動向から、緑地保全に求められている視点は以下のように整理することがで

きる。 
 
①生物多様性保全に向けた里地里山の保全や、生き物の生息・生育拠点の保全と生息・

生育環境をつなぐネットワークの形成 

生物多様性基本法（平成二十年六月六日法律第五十八号）の制定、我が国における

生物多様性条約第１０回締約国会議（COP10）の開催（平成２２年）等を契機として、

生物多様性の保全に関する社会的な認識が広がる中、生物多様性条約第１０回締約国

会議（COP10）における「SATOYAMA イニシアティブ」の提唱、生物多様性国家戦

略に示された第二の危機「自然に対する働きかけの縮小による危機」等を背景に、里

地里山の保全が重要な課題となっている。 
「川崎市生物多様性地域戦略策定に向けた基本的な考え方について（答申）」（平成

２５年４月 川崎市環境審議会）では、基本方針のひとつに「多様な緑や水等の自然環

境を、生き物の視点で生息・生育環境となる空間を守り、つなげて質を高め、さらに

創り出していき、人・生き物にやさしいまちづくりに取り組む」ことを挙げている。 
このように、生物多様性の保全に向けた里地里山の保全や、生き物の生息・生育拠

点の保全とこれらをつなぐネットワークの形成の重要性が高まっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都
市
と
自
然
が
共
生
す
る
ま
ち 

か
わ
さ
き 

多
様
な
緑
と
水 

人
や
生
き
物
が
つ
な
が
り 

基本理念 

基本方針Ⅰ “人と生き物をつなげる” 
生物多様性への認識や環境に配慮したライフスタイルを広め、積極的に活動を実践する

人材を育み、市民、事業者等と協働して生物多様性の保全に取り組む 

基本方針Ⅱ “生き物をつなげる” 
多様な緑や水等の自然環境を、生き物の視点で生息・生育環境となる空間を守り、つな

げて質を高め、さらに創り出していき、人・生き物にやさしいまちづくりに取り組む 
 

基本方針Ⅲ “情報をつなげる” 
生物多様性の保全に関する様々な情報を集め、誰もが利活用できるようにするととも

に、広く伝えていく 

基本方針 

ア 「守る」 生き物の生息・生育拠点となる緑や水を守る取組 

イ 「つなぐ」 生き物の生息・生育環境をつなぐ取組 

ウ 「創る」 まちなかに生き物の生息・生育拠点を創る取組 

図１-６ 「川崎市生物多様性地域戦略に向けた基本的な考え方について(答申)」の基本理念及び基本方針 
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②温室効果ガス（二酸化炭素）の吸収源となる樹林地の保全 

地球温暖化対策は世界共通の課題であり、市は平成２２年に「川崎市地球温暖化対

策推進基本計画」を策定し、対策を進めている。その中で、温室効果ガスの一つであ

る二酸化炭素の吸収源となる緑地の保全及び緑化の推進は、基本施策の一つに位置づ

けられており、二酸化炭素の吸収源となる樹林地の保全が求められている。 
 
 
③地域らしさのある身近な景観を形成する緑地の保全 

川崎市は、良好な景観を保全し、地域の特性にふさわしい新たな景観を創出するた

め、景観形成のマスタープランとして、平成１９年に川崎市景観計画を策定した。 
川崎市景観計画の景観形成方針図では、川崎市緑の基本計画に示した緑の将来像と

整合する形で、景観の骨格を形成する自然及び地形的要素を表す景観軸として多摩川

崖線軸、多摩丘陵軸を位置づけている。また、地区の地形や地域特性から分類した景

観ゾーンとして、保全配慮地区に当たる区域が緑のゾーン、農と緑のゾーンに設定さ

れており、「丘陵地の緑に映える、緑豊かな落ち着きある景観の形成」、「坂や丘などの

起伏を生かした地域らしさを感じる景観の形成」、「農と緑に調和した、のどかな景観

の形成」など、緑を生かした地域らしさのある身近な景観の形成が求められている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１-７ 景観形成方針図 
（出典：川崎市景観計画） 

東京湾軸

多摩川軸

多摩川崖線軸

多摩丘陵軸

二ヶ領用水軸

海のゾーン

水のゾーン

緑のゾーン

農と緑のゾーン

広域拠点 
地域生活拠点

臨海都市拠点

市街地の良好な景観形成
を先導する市の拠点 

地区の地形や地域特性か
ら分類したゾーン 

景観の骨格を形成する 
自然及び地形的要素 
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④緑地管理活動における市民協働の促進を通じた地域コミュニティの活性化 

保全した緑地の管理活動への市民参加や、花壇の花植え等、緑地保全・緑化におけ

る市民協働は、緑とのふれあいを通じた地域コミュニティの活性化に寄与する。 
川崎市緑の基本計画にも示されている緑地管理における市民協働の促進は、地域コ

ミュニティの活性化に重要な役割を果たすものである。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤保全した斜面緑地の安全対策 

川崎市内には非常に多くの急傾斜地があり、市内には急傾斜地崩壊危険区域が９１

箇所、土砂災害警戒区域が７１１区域指定されており、急傾斜地を含む緑地の多くが

これらの指定区域を含んでいる。 
突発的に起こる局地的な大雨（ゲリラ豪雨）が頻発する近年、保全した緑地の急斜

面部において、実際に土砂崩れが起きたケースもあり、斜面緑地の隣接地権者より、

斜面安全対策の要望が増えており、緑地の保全と斜面緑地における安全対策の両立が

求められている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■菅小谷緑の保全地域における保全管理活動 

■黒川よこみね特別緑地保全地区における安全対策 

※ノンフレーム工法 
自然斜面上の緑を活かして

ロックボルトを多数斜面に

打設することで、自然環境を

損なうことなく、地山と補強

材との総合作用により斜面

を安定化させる工法 


